
資料１

地域医療介護総合確保基金（介護分）

令和７年度県計画（案）について

令和７年１１月２０日



地域医療介護総合確保基金(介護分)県計画(案)
(令和７年度)の概要

厚生労働省協議額

厚生労働省に対して、地域医療介護総合確保基金(介護分)についての

協議を進めている。

協議額 508,857千円(基金規模総額)

① 介護施設等の整備に関する事業 239,093千円

② 介護従事者の確保に関する事業 269,764千円

事業概要

１ 介護施設等の整備に関する事業(273,840千円)

※ ７年度協議額との差額(※ 34,747千円)については､積立済の基金により対応。

金額の前に※印のある事業の財源は、積立済の基金により一部対応。

①介護施設等の施設開設準備経費等支援事業(72,956千円)

（勝浦町２施設※72,956千円)

②大規模修繕時の介護ロボット・ＩＣＴ等導入支援事業(※ 166,254千円)

（ロボット・ＩＣＴ導入支援※ 166,254千円)

③介護予防拠点における防災意識啓発の取組経費支援事業(124千円)

（勝浦町 124千円)

④既存の特別養護老人ホーム等のユニット化改修等支援事業(12,800千円)

（徳島市 12,800千円)

⑤介護施設等における新型ｺﾛﾅｳｨﾙｽ感染拡大防止対策支援事業(※ 3,116千円)

（ゾーニング環境整備※ 3,116千円）

⑥介護職員の宿舎施設整備事業(※ 18,590千円)

（宿舎施設整備支援※ 18,590千円)



２ 介護従事者の確保に関する事業(279,533千円)

※ ７年度協議額との差額(※ 9,769千円)については､積立済の基金により対応。

金額の前に※印のある事業の財源は、積立済の基金により一部対応。

ア 基盤整備に関する事業(10,355千円)

①徳島県介護総合確保推進協議会運営事業

(県 500千円)

②介護事業者認証評価制度整備等事業

(県 9,855千円)

イ 参入促進に関する事業(116,215千円)

①介護職場理解促進事業

(県 7,003千円、県老人福祉施設協議会 2,050千円、介護福祉士養成施設 4,800千円)

②福祉・介護人材参入促進事業

(県 4,821千円)

③介護担い手養成事業

(県老人クラブ連合会 285千円、住民参加型在宅福祉サービス団体連絡会 1,265千円)

④介護未経験者に対する研修支援事業

(県 1,818千円、介護福祉士養成施設 3,120千円)

⑤福祉・介護人材マッチング機能強化事業

(県 25,789千円)

⑥入門からマッチングまでの一体的支援事業

(県 5,800千円)

⑦介護助手導入支援事業

(県 27,156千円)

⑧将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業

(介護福祉士養成施設 8,100千円)

⑨外国人留学生への奨学金補助事業

(県 12,239千円)

⑩外国人介護人材マッチング支援事業

(県 2,200千円)

⑪福祉系高校修学資金貸付事業

(県※ 6,969千円)

⑫介護分野就職支援金貸付事業

(県※ 2,800千円)



ウ 資質の向上に関する事業(137,763千円)

①福祉・介護人材キャリアパス支援事業

(県 10,444千円、介護労働安定センター徳島支部 4,380千円、

介護福祉士養成施設 2,110千円、県介護福祉士会 1,250千円、

県歯科医師会 350千円、県総合確保法連携協議会 3,000千円)

②介護職員等によるたん吸引等研修事業

(県 12,430千円)

③介護支援専門員資質向上事業

(県 24,106千円、県介護支援専門員協会 970千円)

④介護施設、介護事業所への出前研修の支援事業

(県理学療法士会1,200千円、介護福祉士養成施設 3,600千円)

⑤介護職員研修代替要員支援事業

(県 11,341千円)

⑥認知症ケアに携わる人材育成事業

(県 6,834千円、グループホーム協会 1,000千円、

県歯科医師会 245千円、県総合確保法連携協議会 700千円)

⑦チームオレンジコーディネーター養成研修

(県 340千円)

⑧地域包括ケアシステム構築支援事業

(県理学療法士会 320千円)

⑨権利擁護人材育成事業

(県 8,734千円、美馬市 160千円、徳島市 350千円、絆ネット 1,400千円)

⑩介護予防推進リーダー研修事業

(県理学療法士会 1,830千円、県作業療法士会 2,000千円)

⑪外国人介護人材マッチング支援事業

(県 6,400千円)

⑫外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

(県 32,269千円)

エ 労働環境・処遇の改善に関する事業(15,200千円)

①若手介護職員交流推進事業

(介護福祉士養成施設 1,800千円)

②介護生産性向上推進総合事業

(県 10,000千円)

③外国人介護人材学習補助事業

(県 3,000千円、介護福祉士養成施設 400千円)

※ 金額・内容等については、今後の国協議等により、変更となる可能性があります。


